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1．はじめに

国内外の軽水型原子力発電所（軽水炉）の事故・

故障状況から教訓を学び，同種の事故・故障を防止

することは，原子力発電の信頼性向上を図るために

有益である．われわれは，これまで「重要事象に関

わる信頼性向上の研究」として「非常用炉心冷却系

（ECCS）作動事象の分析」as，「原子力発電所にお

ける水撃事象の分析」d，「軽水炉の熱疲労による不

具合事象の分析」f，「原子力発電所における伸縮継

手不具合事象の分析」g等を実施してきたが，これま

での調査，分析とは異なり，本稿では，従来注目さ

れることの少なかった火災防護要件違反に着目し，

米国原子力規制委員会（以下NRCという）が収集し

ている想定火災に関する事象を対象に設計・施工不

良等による不具合事例の調査を実施し，火災発生箇

所，部位および原因等を分析した．さらに，主たる

異常事象要因となった安全停止設備の電気回路損傷

解析項目および内容の調査を行った．さらに，日本

の火災防護設計との違いを抽出し，「火災による弁誤

動作時の保有水喪失」事象に特に注目し，その影響

を1970年代に運転開始した１PWRプラントについて
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評価した．そして，それをもとに対策を検討した．

2．不具合事象の調査対象情報および調査
項目

2.1 調査対象情報

米国の原子力発電所における火災防護規則違反，

具体的には全てのプラントの規制に利用されている

「1979.１.１以前に運転開始した原子力発電施設に対

する火災防護計画」（10CFR50-Appendix R）h（以下

「付則R」という）によってNRCへ報告される原子力

発電所設置者事象報告（Licensee Event Report：LER）

（以下LERという）を調査の対象とした．付則Rの規

制内容は「安全停止状態の達成と維持に必要な設備

の火災による損傷を制限する」ことを目的として，

設計，管理，運用等について定められ，不具合事象

内容は想定火災（火災は発生していない）時に設計

要件を満たさない事が主要因となっており，必ずし

も火災が実際に発生したことを意味するものではない．

2.2 調査項目

1995年から1999年までのLERに関し，以下の項目

を調査した．

a 不具合発生プラント名および不具合発生年月日

s 違反した規制要件および設備名

d 想定火災発生区域

f 原因および対策

3．調査結果

3.1 概要

3.1.1 事象発生状況および規制要件別件数

火災防護関連LER報告件数の推移を図１に示す．

1995年から1999年までに火災防護の不具合事象に係

る合計190件の事象が継続的に報告されている．NRC

が求めた火災防護機能検査が実施された1997年に不

具合事象の報告が多くなっている．

付則R火災防護規則違反内容別件数を図２に示す．

「安全停止設備１トレン確保不可」という，安全停止

能力の火災防護違反が190件中122件を占め全体の

64％に達する．

3.1.2 安全停止能力の違反事象及び原因

安全停止能力の火災防護違反事象の内訳を図３に

示す．また，ケーブル火災事象の原因別内訳を図４

に示す．安全停止能力の火災防護違反事象のうち，

75件（61％）をケーブル火災が占める．また，この

ケーブル火災事象75件のうち，違反に至るプロセス

の原因はケーブルの接地，短絡が42件（56％）を占

めることが分かる．安全停止設備のケーブル火災

（全体の約40％）による接地，短絡等の電気回路損傷

影響が主たる違反原因となっており，安全停止電気

回路の火災時損傷解析項目および内容の調査が火災

防護設計比較を行う上で，重要なファクターである

ことが確認できた．
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図１　米国の原子力発電所の火災防護関連LER報告
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3.1.3 ケーブル想定火災区域

LER報告全体のうち，ケーブル想定火災の区域別

件数を図５に示す．想定火災区域はケーブル密集

区域である中央制御室，ケーブル処理室，開閉器室

で全体の62％を占める．

3.2 原子力発電所安全停止電気回路の火
災時損傷解析項目および内容の調査

3.2.1 米国と日本の火災時における安全停止電気

回路の解析項目および内容の比較

表１に，米国と日本の原子力発電所安全停止回路

解析項目および内容の比較を示す．調査資料は米国

のものが「NFPA805 実績ベースの軽水炉発電用火

災防護基準」jであり，日本は「JEAG4607 火災防

護指針」kに基づいて比較し，差異のある解析項目お

よび内容を抽出した．

図３　安全停止能力の火災防護違反事象の内訳
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表１　米国と日本の原子力発電所火災時における安全停止回路解析項目および内容の比較（差異のあるところ）

火災により想定 
する一般回路の 
損傷形態例 
火災により想定 
する特定回路の 
損傷形態例 

解析・評価内容 

動力回路にて３相が各々混触し， 
電動機が誤動作 

（○：解析する　×：解析しない） 

変流器回路の火災による損傷（断線） 
で変流器の２次的発火 
電源盤しゃ断器の保護協調不適 
切による共通電源喪失 
トレイ内ケーブル火災による他 
トレイでの２次発火 
中央制御盤回路の地絡等によりヒ 
ューズが作動して，EP盤切換後も 
電源断による制御回路機能不能 

火災解析での確認項目 

低温停止設備の分離性評価 

単一故障を想定した上での高温停 
止設備の分離性評価 
弁誤動作による弁体損傷の評価 

弁誤動作によるバウンダリ開放で 
安全停止に必要な保有水喪失又は， 
安全停止に必要な設備の溢水 

火災時に，少なくとも下記の１系列のサクセス 
パスを確保し，低温停止機能を確保できること・ 
反応度制御・インベントリ及び圧力制御・余熱除 
去機能・補助系統機能・プロセス計装機能 

安全停止設備１系列は火災影響を受けないよう， 
分離対策状態を確認．安全停止回路解析にて損 
傷が安全停止設備機能に悪影響を与えなければ 
対応策不要 

過負荷保護がない状態で，制御回路の短絡が発生 
すると，弁動作信号が継続し弁自体が破損する 
高圧／低圧系境界隔離弁が誤開した場合LOCA 
が引き起こされる可能性等について問題提起 

実施せず 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

× 

× 

× 

× 

× 

米　国 日　本 

安全評価指針の過渡変化及び事故が火災により発 
生する恐れがある場合，単一故障を想定しても必 
要な対処機能が確保でき高温停止達成可能である．
また，火災時は低温停止機能を確保できる． 

安全停止設備１系列は火災影響を受けないよう 
分離対策が施されていることを決定論的評価， 
あるいは性能評価で確認． 

単一故障を仮定しても高温停止機能が確保でき 
ることを確認する． 
評価せず 

高圧／低圧系境界隔離弁の安全停止についての 
評価のみ実施 

図４　ケーブル火災事象の原因別の内訳
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この表から，火災による損傷形態例として５項目

が異なっていることが分かる．また，解析評価内容

では，表に示すようにa「火災解析での確認項目」，

s「低温停止設備の分離性評価」，d「単一故障を想

定した高温停止設備の分離性評価」，f「弁誤動作に

よる弁体損傷の評価」，およびg「安全停止に必要な

保有水喪失，又は溢水評価」の５項目において解析

項目および内容が異なっている．

3.2.2 影響評価項目の選択

米国と日本の解析内容が異なる項目について，

1970年代に運転開始した１PWRプラントで影響評価

を行うための準備として，実施の要否を検討した．

その結果を表２に示す．

表２　実機プラントでの影響評価項目の検討表

米国解析内容との差異項目 

動力回路にて３相が各々混触し，電動 
機が誤動作 

変流器回路の火災による損傷（断線）で 
変流器の２次的発火 

電源盤しゃ断器の保護協調不適切に 
よる共通電源喪失 

トレイ内ケーブル火災による 
他トレイでの２次発火 

中央制御盤回路と遠隔停止盤の切り替 
え機能の火災影響 

制御回路火災による弁誤動作時の弁体 
損傷評価 

バウンダリ弁誤動作による漏洩影響評価 

火災解析，分離性評価 

理　　由 

火災防護指針では，動力回路の混触は範囲外になっている． 
また，発生の可能性は他に比べて非常に低い． 

比較的新しいPWRプラントでは火災を考慮した異トレン間 
の分離が実施されており問題ない． 

国内PWRでは遮断器等の保護協調設計を適切に行っており， 
米国で指摘されているような事例は発生する恐れはない． 

関連回路の多重の安全系トレン間の渡り配線はおこなわれ 
ておらず，解析・評価手法として取り入れる必要はない． 

米国では中央制御室全損を想定しているが，日本では局所 
火災を想定して異トレン間は火災悪影響はないとしている． 

火災発生を考慮しても，トレン分離されているため片系列 
は健全であり問題ない． 

国内PWRプラントでの評価未実施項目 

手法としては概ね同じであり，日本の方が保守的 
（米国手法を包括している） 

影響評価 
実施の要否 

× 

× 

× 

× 

× 

× 

○ 

× 

×印の項目は，現状の設計で問題ないもの及び火

災防護指針上，考慮しなくてもよいと考える．

○印の項目は，国内PWRプラントにおいて評価未実

施項目である．米国での事例が報告されている「火

災時のバウンダリ弁誤動作による保有水の喪失事象」

について調査することにした．

3.3 火災時の弁誤動作による保有水の喪
失事象の検討

3.3.1 火災による保有水喪失の可能性がある弁の

抽出

1970年代に運転開始した１PWRプラントの各対象

系統の弁として以下の３項目に属するものがある．

a安全停止に使用する保有水喪失につながる恐れの

ある弁，sLOCAにつながる恐れのある弁，d事故時

に使用する保有水の喪失につながる恐れのある弁．

そこでこれらの弁についてケーブルトレイ内火災，

補機火災，盤内火災に際し，保有水喪失が発生する

可能性を検討した結果，４つの事象を抽出した．そ

れらを表３に示す．これらについて対策を検討した

ところ，同じ対策項目になることから，代表として

sLOCAにつながる恐れのある弁について対策を示

す．
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3.3.2 LOCAにつながる恐れのある弁に対する対策

LOCAにつながる恐れのある弁の系統を図６に示す．

図６の例では，同トレン電動弁の直列２弁構成で

あるため，２弁とも誤開した場合，RCS保有水が低

圧系に流出する．図６の例を含めた同トレン電動弁

の直列２弁構成の場合の対策を以下に示す．

a 直列の２弁のうち，１弁について運用を弁全閉位

置でノーヒューズブレーカ（以下NFBという）開

とし，閉ロックとする．この対策は，ケーブルト

レイ内火災，補機火災，盤内火災全てに有効であ

る．ただこの欠点として，弁の状態表示が通常時

に分からなくなり，弁開操作時には閉ロック解除

の操作が必要となることがある．

s 直列の２弁のケーブル・配線を分離する．何れか

１弁のケーブルを別ルートとし，ケーブルトレイ

内火災及び補機火災に対し２弁のケーブルが同時

損傷しないようにする．また，盤内での配線分離

を行い，盤内火災時に２弁が同時誤開しないよう

にする．なお，ケーブルトレイ内火災について

JEAG4607・1999と同様に１ケーブルの損傷のみを

想定する場合には，ケーブルルート全てを別ルー

トとする必要はなく，補機火災の影響を受ける範

囲のみ別ルートとすればよい．

d 補機火災が２弁のケーブルを損傷する可能性が有

る場合の対策として，ケーブルトレイに耐火ボー

ドを設置する．あるいは，補機火災の影響範囲を

限定するために補機の油止めを強化（漏洩油の液

面面積を縮小）する．

f 上記のLOCAにつながる恐れのある弁の系統の対

策ではないが，逆止弁の設置により事象の発生を

防止できる場合は，同一の弁構成のケースで，直

列２弁のうち１弁を逆止弁に変更する．本案は比

較的新しいプラントの系統構成と同じとなるが，

弁の圧力損失増加等の系統上の成立性を別途検討

する必要がある．

対策項目検討内容を表４に示す．このうち米国で

も運用実績のある「NFB開」（弁全閉位置で電源切）

という対策がケーブルトレイ内火災，補機火災，盤

内火災の全てに対して有効であり，他の対策に比べ

てコストがかからず，簡単な操作で実現できるので

表３　火災により保有水喪失の可能性がある弁

抽出の観点 事象の説明 

安全停止に使用する 
保有水喪失につなが 
る恐れのある弁 

１ 電動弁の直列２弁構成であるが 
同トレンのため，２弁とも誤開 
した場合，燃料取替用水が再循 
環サンプへ流出する 

ＬＯＣＡにつながる 
恐れのある弁 

２ 

３ 

電動弁の直列２弁構成であるが 
同トレンのため，２弁とも誤開 
した場合，RCS保有水が低圧系 
に流出する（誤開防止のための 
運用を前提として設計） 

事故時に使用する保 
有水の喪失につなが 
る恐れのある弁 

手動制御弁と空気作動弁のいず 
れか，あるいは全てが誤開した 
場合，アキュームレータ圧力が 
低下する 

単一電動弁が誤開した場合， 
燃料取替用水が再循環サンプへ 
流出する 

図６　LOCAにつながる恐れのある弁の系統
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表４　火災時の弁誤動作防止のための対策項目と検討

適応性 
補機火災 
○ 
○ 
○ 
○ 
× 
○ 

トレイ火災 
○ 
○ 
× 
× 
× 
○ 

盤火災 
○ 
× 
× 
× 
○ 
○ 

コスト
 

○ 
△ 
△ 
△ 
△ 
× 

実現性 

○ 
△ 
△ 
△ 
△ 
× 

運用管理
 

△ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 

対策項目 
NFB開 
ケーブルルート変更 
トレイへの耐火ボード設置 
油止めの強化 
盤内配線分離 
逆止弁に変更、又は追加 
（コ  ス  ト）○：安価　△：比較的安価　×：高い 
（実  現  性）○：容易　△：比較的容易　×：困難 
（運用管理）○：容易　△：比較的容易　×：困難 
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これが最適な対策と考える．

4．まとめ

a 米国における火災防護に係る不具合事象を調査分

析した．その結果，設計要件に対する違反事象が

多く，安全停止設備のケーブル火災（全体の約

40％）による接地，短絡等の電気回路損傷影響が

主たる要因となっており，安全停止電気回路の火

災時損傷解析項目および内容の詳細調査が必要で

あることが分かった．

s 米国と日本の安全停止電気回路の火災時解析項目

および内容の比較検討を行うことにより，米国で

は評価されている「火災時の弁誤動作による保有

水の喪失」事象について，日本では評価されてい

ない．

d 1970年代に運転開始した１PWRプラントについて

「火災時の弁誤動作による保有水の喪失」事象の可

能性がある弁a安全停止に使用する保有水喪失に

つながる恐れのある弁，sLOCAにつながる恐れ

のある弁，d事故時に使用する保有水の喪失につ

ながる恐れのある弁についてケーブルトレイ内火

災，補機火災，盤内火災に際し，保有水喪失が発

生する可能性を検討した結果，４つの事象で発生

する可能性があることが判明した．

f ４つの事象について対策項目の検討を行なった結

果，米国でも運用実績のある「NFB開」（弁全閉位

置で電源切）という対策がケーブルトレイ内火災，

補機火災，盤内火災全てに対して有効であり，他

の対策に比べてコストがかからず，簡単な操作で

実現できるので最適であると言える．

g 国内の火災防護に関する不具合事象は少ないが，

今回の調査により米国と日本の安全停止電気回路

解析内容が一部異なっており，米国の内容を参考

にした評価から安全上考慮すべき事象発生の可能

性があることが判明したことから，今後このよう

な事象を考慮して設計および対策がなされること

が重要であると考える．
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